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計算書類に丹する注記 (法人全体用)

1.継続事業の前提に関する注記
継続事業の前提に重要な疑義を生じさせる事象や状況は有りません。

2.重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
。満期保有目的の債権等 一償却原価法 (定額法)

・上記以外の有価証券で時価のあるもの一決算日の市場価格に基づく時価法

(2)固定資産の減価償却の方法

・建物 構築物 機械及び装置 車両運搬具 器具及び備品一定額法
・リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るり=ス資
産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によつている。

所有権移転外ファイナンス・ リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によつている。

・ソフトウェア等無形固定資産 ―残存価格を零とする定額法

(3)引 当金の計上基準
。該当なし

3.重要な会計方針の変更
・該当なし

4.法人で採用する退職給付制度
加入している退職共済制度は、次のとおりです。

・確定拠出型退職給付制度 ― 独立行政法人医療福祉機構が主催する退職共済制度

5.法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっています。

(1)法人全体の計算書類 (会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式)
(2)法人本部、千草保育園、あやめ保育園、あやめ学童、大空こども園、垣花こども園、垣花児童クラブ、
石嶺こども園、ルートちぐさ、パームス児童クラブ、パームス英語学童拠点区分における計算書類

(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)

当法人は社会福祉事業のみを実施している為、以下の作成を省略しています。

(会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式)

(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)

(3)拠点区分におけるサービス区分の内容
該当なし


